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1． はじめに 

鉄筋とコンクリートにおける付着は，鉄筋コン

クリート部材の耐力や破壊機構に大きな影響を及

ぼすことが既往の研究で明らかとされている．内

堀らは，スパン内の主鉄筋の付着を制御した RC 部

材の載荷試験を実施し，引張鉄筋の付着を切るこ

とによって，大幅にせん断耐力が改善することを

明らかとしている 1)．  

本研究では，支点間の一部の区間の付着を切る

ことによる RC はり部材のせん断耐力の向上の可

能性について検討することを目的として，せん断

スパン比および非付着区間を実験パラメータとし

て，せん断破壊先行型 RC はり部材の載荷試験を行

い，非付着区間が，RCはり部材のせん断耐荷性状

に及ぼす影響について検討した． 

 

2． 実験概要 

2.1 試験体概要および実験パラメータ 

試験体の形状寸法および配筋を図－1 に示す． 

主鉄筋には鉄筋の降伏を防止するため，高張力ネ 

ジフシ鉄筋(D19-USD685)を用いた． 

実験パラメータを表－1 に示す．実験パラメー

タはせん断スパン比 a/d（せん断スパン長：a，有

効高さ：d）およびせん断スパン長に対する非付着

区間の割合である（以下，非付着区間比）．a/d は

2.40，3.19，4.42 であり，各試験体でせん断スパン 

 

 

長は一定とし，有効高さを変化させた．非付着区

間 (l/a)は 0%，50%，75%，100%とした．非付着区

間の主鉄筋は節を粘土で埋めた後，ビニールテー

プを巻き付け，グリスを塗付することでアンボン

ド処理を施した． 

2.2 載荷方法および測定項目 

載荷は変位制御(0.5mm/min)で行い，静的 2 点集

中載荷とした（図－1参照）． 

 

3． 非付着区間がせん断耐荷性状に及ぼす影響 

3.1 破壊性状 

表－1に実験結果の一覧を示す．いずれの a/d に

おいても，非付着区間比が 0％である試験体は斜め

引張破壊を呈した．一方，非付着区間が 100％の試

験体は，斜め引張破壊を呈することはなく，

d180-100%を除き，最終的に等曲げ区間上縁のコン

クリートが圧壊し破壊に至った． 

支点間の付着を部分的に非付着とした試験体で

あるが， 非付着区間比が 50％の試験体では，全て 
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表－1 実験パラメータおよび実験結果 

   

図－1 試験体概要 

   

d230-100% 100 31.5 236.0 圧壊

d230-75% 75 33.7 225.5 斜め引張破壊

d230-50% 50 31.7 109.0 斜め引張破壊
d230-0% 0 31.0 114.5 斜め引張破壊

d180-100% 100 27.4 123.0 定着上縁破壊
d180-75% 75 36.4 156.0 圧壊
d180-50% 50 31.5 86.5 斜め引張破壊
d180-0% 0 31.0 85.0 斜め引張破壊

d130-100% 100 33.7 71.0 圧壊
d130-75% 75 31.1 82.5 圧壊
d130-50% 50 31.7 76.0 斜め引張破壊
d130-0% 0 31.0 78.0 斜め引張破壊

試験体名
有効高さ
d (mm)

せん断スパン比
a/d (%)

非付着区間比
l/a (%)

180 3.19

130 4.42

圧縮強度
(N/ｍｍ²)

最大荷重
(kN)

破壊モード

230 2.40
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(a) a/d=2.40 
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(b) a/d=3.19 
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(c) a/d=4.42 

 

 

斜め引張破壊を生じ，非付着区間比が 75%の試験

体では，a/d=2.40 を除き圧壊を生じた．このように，

非付着区間が破壊形式に大きく影響を与えること

が確認される． 

3.2 荷重と中央変位 

図－2に荷重と中央変位の関係を a/d ごとに示す．

いずれの a/d においても，非付着区間が拡大するに

つれて，剛性が低下した．また，破壊時の終局変

位は非付着区間の拡大に応じて増加する傾向にあ

った． 

3.3 せん断耐力と非付着区間 

 図－3に最大せん断応力（0.5×最大荷重/有効断

面積）と l/a の関係を示す．いずれの a/d において

も，非付着区間比が 50％までは，最大せん断応力
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図－3 最大せん断応力と l /a  

 

の変化は認められない．非付着区間比 75%の試験

体の最大せん断応力は，非付着区間が 0%の場合に

比べて増加する傾向にあり，a/d が小さい程その傾

向が顕著であった．これは，a/d が小さい程，アー

チ耐荷機構によるせん断抵抗が発揮されるためで

あると考えられる． 

非付着区間が 100%の場合では，a/d=3.19 および

a/d=4.42 において，非付着区間比が 75%時より最大

せん断応力が低下する傾向にあった．これは，支

点間の非付着区間の拡大に伴うコンクリートの変

形の増大により早期に圧壊が生じることに加え，

支点上縁に負曲げが生じて支点上縁コンクリート

が破壊するためであると考えられる． 

 

4． 結論 

 以下に本研究で得られた知見を示す． 

(1) 非付着区間比が 50%まではせん断耐荷力に非付

着区間が及ぼす影響は認められない． 

(2) 非付着区間比が 75%の場合，アーチ耐荷機構が

形成され，スパン全長にわたり，付着を有する

場合に比べて，せん断耐力は向上した． 

(3) 非付着区間比が 100%の場合，斜め引張破壊

を生じることはない．その場合の耐荷力は，

a/d が比較的大きい場合，非付着区間比が 75%

の時と比較して低下する場合がある。これは，

支点間の非付着区間の拡大に伴うコンクリート

の変形の増大により早期に圧壊が生じることに

加え，支点上縁に負曲げが生じて支点上縁コン

クリートが破壊するためであると考えられる．  
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図－2 荷重と中央変位 
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